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JARD概要
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【主な沿革】
・平成 3年(1991年)8月 財団法人設立→一般財団法人に移行(平成23年(2011年)4月)

・同年10月 技術基準適合証明に係る指定証明機関→登録証明機関に移行(平成16年(2004年)1月)

・平成 4年(1992年)4月 保証認定業務開始(JARLから移管)
・平成 5年(1993年)4月 養成課程業務開始(JARLから移管)←JARLでは昭和41年(1966年)3月から開始

【主な事業】
・アマチュア局に係る無線設備の技術基準の適合証明（登録証明機関）
・アマチュア局に係る技術基準の適合保証（保証の業務を行う者）
・アマチュア無線に関する無線従事者の養成（認定施設者）
・アマチュア無線に関する電波利用秩序の維持への協力



同時受講型授業
（いわゆる「集合形式」）

随時受講型授業
（いわゆる「ｅラーンニング形式」）

同時・随時受講型授業
（いわゆる「ハイブリッド形式」）

｢養成課程｣形態
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JARD
・４アマ
・３アマ(4ｱﾏStepUp)
・２アマ(3ｱﾏStepUp)

JARD
・３アマ
・２アマ(3ｱﾏStepUp)

JARD
・２アマ(3ｱﾏStepUp)

注意：１アマは養成課程適用外(法定)



同時受講型授業

｢集合講習｣概要（以下、４アマに特化）
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例）教室レイアウト

例）２日間講習会時間割

４ｱﾏ教材（教科書・問題集・受講票）



https://www.jard.or.jp/course/schedule.html

｢集合講習｣開講周知例①
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https://www.jard.or.jp/yoseikatei/course/schedule/ykantou.html

｢集合講習｣開講周知例②
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｢集合講習｣開講周知例③
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【講習会番号】A26-121
・開催地・講習会場：東京都豊島区・JARDハム教室
・期間：11月17日(火)、18日(水) ←平日連続２日

【講習会番号】A26-122
・開催地・講習会場：東京都豊島区・JARDハム教室
・期間：11月22日(日)、29日(日) ←隔週日曜日２日

【講習会番号】A26-175
・開催地・講習会場：埼玉県狭山市・狭山市市民会館
・期間：12月26日(土)、27日(日) ←土日連続２日



申請 総通局
審査

認定
施設者 試験授業

修了
証明書

｢集合講習｣開講手順概要
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｢講習会番号ごと｣に都度申請

（開催地の所管総合通信局へ）

都度認定
↓

募 集

４ｱﾏ標準 ２日間

法 規 ６時間
無線工学 ４時間

(授業時間数は法定)

授業終了後
↓

合否発表：後日

・受講生へ郵送
・総通局へ報告



（第１回 資料1-3 抜粋及び加工）

10年間の取得者数推移(現状)
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前頁(現状)の傾向からの考察
✓ ４アマ取得者数は、10年間で５割減(JARDは６割減)

（JARD ４アマ講習会募集数・開催数は、10年間で３割減）

○ 取得者数の激減理由は？ →JARDとしては不明
（いろいろな方がいろいろな持論を唱えてはいるが、決定打なし）

○ 何をやってきたのか？ →業界を挙げての統一対策なし
（いろいろな方がその方の持論に基づきいろいろと実行しているが、大きな成果が見えず、継続性や集約もなし）

○ これから何をやるのか？ →業界を挙げての具体的な計画なし
（強力な取りまとめ(集約)役が定まらないため、継続かつ統一的な計画の策定は、現実的には困難）
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10年間の取得者数推移(考察)



課題・要望

① アマチュア無線技士の養成課程の内容（教科書）
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✓ 授業内容の見直し【告示】

課題：標準教科書の内容(項目)が古い
（と言われているが、養成機関側で勝手に改変不可）

要望 ・現状見直し
→関係告示(P11)の抜本的見直し ≒授業時間の見直しに直結

（例:総務省と養成機関･学識経験者等で構成する検討会等の開催）

・総務省からの支援
→アマチュアを含む受講生の少ない養成課程の標準教科書の作成(更新を含む)

（現状:教科書の草稿･印刷･頒布まで、養成機関側ですべて負担)
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「無線従事者規則第二十一条第一項第六号の規定に基づく養成課程の実施要領」郵政省告示第553号(H5.10.29)

【別表第一号 無線工学 「１ 基本的事項（全資格共通）」 】 一部抜粋及び加工

https://www.tele.soumu.go.jp/horei/law_honbun/72369000.html



課題・要望

② アマチュア無線技士の養成課程の内容（開催頻度）

✓ 集合講習における時間割の柔軟化【省令】

課題：ひとつ(都度申請)の養成課程では「日程固定･場所固定の１回限り」
（受講したい方々の機会損失を招いている可能性あり）

要望：一定の期間内に同じ講義を複数回設定し、受講生の選択の自由度を確保
→関係省令(無線従事者規則)等における講習申請単位等の見直し

（例:総務省と養成機関･学識経験者等で構成する検討会等の開催）
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課題・要望

③ アマチュア無線技士の養成課程の内容（養成機関）

✓ 都度申請ではなく、恒久的な養成機関としての位置づけの付与【法】

課題：都度申請は、申請者(認定施設者)にとっても総合通信局にとっても
双方ともメリットなし

要望：恒久的な養成機関の登録
→現状：養成課程の｢実施前(事前)｣に講習会毎一つひとつを申請し、その都度

｢認定施設者｣に認定され、講習会実施後にその都度総合通信局へ報告

→例：登録証明機関のように、恒久的な養成機関として登録されることにより、
講習会毎に｢事前申請｣なしで｢事後報告｣のみ
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課題・要望

④ アマチュア無線技士の資格取得促進（人材育成）・魅力向上
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✓ 電波利用料の使途追加「ワイヤレス人材育成」【法】

課題：民間努力の限界
（ワイヤレス人材育成に対するこれまでの総務省の取組み(P15,16)による具体的な成果が見えない）

要望：電波利用料財源の活用
→過去にも要望あり(P15)

→例・無線従事者資格取得希望者に対する学習時や試験時の援助(P17)

・｢電波教室｣等の開催団体に対する援助(P18)

【参考】電波法第103条の2第4項において「電波利用料」は「電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う
事務の処理に要する費用」と定義されているが、そもそも「無線局」とは同法第2条において「無線設備及び無線設備の操作を行う者の総体
をいう。」と定義されており、無線設備というハードだけではなく、「ヒト」も含まれている点に着目。
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https://www.soumu.go.jp/main_content/000828800.pdf

各種提言抜粋例①

https://www.soumu.go.jp/main_content/000964330.pdf
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https://www.soumu.go.jp/main_content/000766569.pdf

各種提言抜粋例②

https://www.soumu.go.jp/main_content/001001891.pdf



17https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html

金銭的援助例

（抜粋）
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https://www.cleandenpa.net/

｢電波教室｣例

電波法 第103条の２（電波利用料の徴収等）
(略)
４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保
に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用
（同条及び第百三条の四第一項において「電波利用共益費用」という。）の財源に充
てるために免許人等、第十二項の特定免許等不要局を開設した者又は第十三項の表示
者が納付すべき金銭をいう。

(略)
十二 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために
行う周波数の使用又は人体等の防護に関するリテラシーの向上のための活動に対す
る必要な援助

現状では
｢リテラシーの向上｣

で実施

電波適正利用推進員協議会



課題・要望

④ その他
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✓ 免許交付関連【システム運用】

課題：無線従事者免許申請時の
｢電子申請(e-Gov)｣が使いにくい
（PC画面だけの手続きで完結せず書類の郵送が必須）

要望：書類の郵送の省略
→PDFファイル等で代用
→免許証返送料込みの申請手数料

https://shinsei.e-gov.go.jp/recept/procedure/lists/procedureInformation



課題・要望

④ その他
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✓ 養成課程認定基準【省令】

課題：学校や先生は養成課程を事業としないので、養成課程の主体になれない

要望：学校の先生が養成課程を実施(養成機関との連携を含む。)できるように
規制を緩和してもらいたい。

無線従事者規則 第21条（認定の基準）
法第四十一条第二項第二号の総務省令で定める認定の基準は、次のとおりとする。
一 次のいずれかに該当する者で、総合通信局長がその養成課程を確実に実施すること
のできるものと認めるものが実施するものであること。
イ 当該養成課程に係る資格の無線従事者の養成を業務とする者
ロ その業務のために当該養成課程に係る資格の無線従事者の養成を必要とする者
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